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研究成果の概要（和文）：本研究は、法定監査としての財務諸表監査の質の直接的な計測を目的として実施し
た。実際の監査調書データを用いた監査の質の計測は、監査人の守秘義務の観点から事実上不可能である。そこ
で、実際のビジネス・リスク情報から帰納的に抽出した仮想的ビジネス・リスク情報をドイツの大学研究者と公
認会計士数名に提示し、その監査計画の立案を通じて、監査意見表明の基礎の合理性を分析した。この結果、監
査の質の直接な計測への途を開いた。

研究成果の概要（英文）：This study was conducted with the aim of directly measuring the quality of 
audits of financial statements as statutory audits. It is practically impossible to measure the 
quality of audits using actual audit document data from the viewpoint of the auditor's 
confidentiality obligation. Therefore, by presenting virtual business risk information inductively 
extracted from actual business risk information to German university researchers and a few certified
 public accountants, through the planning of the audit plan, the rationality of the basis of the 
audit opinion expressions Was analyzed. As a result, we detected that it might be possible to 
measure audit quality directly.

研究分野： 会計学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
監査の質をテーマとした実証研究は多数

存在するものの、監査の質を直接に計測する
本研究のような試みは国内外ともに存在し
ない。それは、監査調書の実際データの入手
が極めて困難であることに起因している。監
査論研究において実証研究が年々増加して
いる（財務諸表監査をテーマとする論稿 98
篇のうち、「実証」、「実験」または「仮説」
という表記がある論文数は、1999 年までは
15 件であるのに対し、2000 年以降 2013 年
12 月までのそれは 27 件、特に 2007 年以降
は 18 件と急増）。しかし、それらの多数が監
査の質を直接の研究対象とするものではな
く、たとえば、「Big4 と監査の質－監査コス
ト仮説と保守的会計選好仮説の検証」（矢澤
憲一、『青山経営論集』44(4)、2010 年 3 月）
や『監査判断の実証分析』（福川裕徳、国元
書房、2012 年）などにみられるように、監
査の質と監査法人の規模や利益調整との関
係など、監査の質と関係する諸要因の分析は
あるものの、監査の質それ自体を直接に計測
する実証研究ではない。このため、財務諸表
監査等の基本的な課題の解決に資する研究
成果は得られているとは言えない。 
このような状況のなか、実験手法による監査
の質を直接に計測しようとする本研究は、財
務諸表監査研究の全く新たな研究分野を確
立する研究に位置づけられるものと考えら
れる。 
２．研究の目的 
 監査論研究においてこれまでに十分な研
究の蓄積がない、監査の質を直接に計測し、
その改善に資する目的で「仮想的ビジネス・
リスク情報監査の実験手法による監査の質
の計測」を実施する。 
 法定監査の財務諸表監査における実際の
監査調書データを用いて監査の質の計測が
できればこれに越したことはない。しかし、
監査調書データの利用による分析は監査人
の守秘義務の観点から事実上不可能である。
これを打開し、監査の質を直接に計測するた
め、仮想的なビジネス・リスク情報を分析対
象とした実験手法を用いる。具体的には、実
際のビジネス・リスク情報から帰納的に抽出
した仮想的ビジネス・リスク情報を公認会計
士に提示し、その監査計画の立案を通じて、
監査意見表明の基礎の合理性を分析するこ
とによって、監査の質を直接に計測する。 
 
３．研究の方法 
 研究期間内に、仮想的ビジネス・リスク情
報監査の公認会計士による監査計画（監査リ
スクの評価、監査要点の明示、適用する監査
手続の種類・実施時期・適用範囲、監査意見
形成プロセス）を実験手法により入手し、監
査計画の合理性の分析（ドイツとの比較分析
を含む）により、ビジネス・リスク情報監査
の質を直接計測する。このため、次の方法に
より研究を進めた。 

平成 27 年度： ①ビジネス・リスク情報開示
の日独比較、②実験手法で用いるビジネ
ス・リスク情報の３種類の仮想的開示例の
ドイツの実際開示例からの帰納的作成、③
当該 3 種類の仮想開示例に対する財務会
計研究者および公認会計士によるレビュ
ー、 

平成 28 年度： ①ビジネス・リスク情報に対
する監査手続と監査意見形成分析（ドイツ
法定監査における実態調査）、②仮想的ビ
ジネス・リスク情報監査における監査計画
について、公認会計士に対する実験、③実
験結果の整理とデータ化 

平成 29 年度： ①監査手続・監査意見形成プ
ロセスの差異分析、②差異分析結果を利用
した監査の質の計測、③ドイツの監査手
続・監査意見形成プロセスとの比較、④研
究成果の総括と社会への発信  

 
４．研究成果 
平成 27 年度 
研究課題(1)につき、法定監査の財務諸表

監査における監査調書データを用いて監査
の質の計測ができればこれに越したことは
ない。しかし、監査調書データの利用による
分析は監査人の守秘義務の観点から事実上
不可能である。これを打開し、監査の質を直
接に計測するため、仮想的なビジネス・リス
ク情報を分析対象とした実験手法を用いる。
具体的には、実際のビジネス・リスク情報か
ら帰納的に抽出した仮想的ビジネス・リスク
情報を公認会計士に提示し、その監査計画の
立案を通じて、監査意見表明の基礎の合理性
を分析することによって、監査の質を直接に
計測する。 
そこで、本年度は、①ビジネス・リスク情

報開示の日独比較、②実験手法で用いるビジ
ネス・リスク情報の３種類の仮想的開示例の
ドイツの実際開示例からの帰納的作成、③当
該3種類の仮想開示例に対する財務会計研究
者および公認会計士によるレビューの３課
題を実施した。 
課題①について、ドイツ年次報告書 272 社

の企業リスク情報を入手し、内容分析を行っ
た。課題②について、272 社のうち特徴のあ
る企業リスク情報を選択し、３種類の仮想的
開示例の作成を行った。課題③について、仮
想的開示例に対する財務会計研究者１名と
公認会計士２名によるレビューを実施し、仮
想的開示例の改正を行った。 
以上の通り、研究計画の課題をすべて実施

し、次年度研究の基礎を形成した。 
平成 28 年度 
 本年度は、①ビジネス・リスク情報に対す
る監査手続と監査意見形成分析（ドイツ法定
監査における実態調査）、②仮想的ビジネ
ス・リスク情報監査における監査計画につい
て、公認会計士に対する実験および③実験結
果の整理とデータ化の実施を計画した。 
 ①は、３種類の仮想的ビジネス・リスク情



報の監査計画立案の実験を行うにあたり、予
想される監査計画（監査リスクの評価、監査
要点の明確化、適用する監査手続の種類・実
施時期・適用範囲、監査意見形成プロセス）
の内容を確認するため、また、実験結果をド
イツの場合と比較検討するため、ドイツ法定
監査における企業リスク情報監査（状況報告
書監査）の監査手続と監査意見形成プロセス
に関する規定内容を整理するとともに、ドイ
ツの公認会計士 5名および大学研究者 2名と
面談し、質問および意見交換により、その監
査の実態を確認した。 
 かかる面談調査の結果、状況報告書監査は、
フレキシビリティが高く、公認会計士 5名に
対する調査では普遍性のある結果を得られ
ないとの指摘があったため、ＷＥＢによるア
ンケート調査（ドイツ公認会計士 458 名を対
象）を実施した。調査にあたっては多数の回
答を得るべく慎重を期したが、結果として 18
件の回答数にとどまった。なお、458 名の対
象者の選別は、前年度に入手したデータでは
なく本年度に新たに入手した最新の営業報
告書データに基づいた。 
 以上の結果、②の実験を有意に実施するた
めの監査計画立案に関する諸条件を確定す
るに足るだけの回答数がなく、当該実験を実
施できなかった。しかしながら、回答数こそ
少ないものの、ドイツの公認会計士 5名と大
学研究者 2 名から得た知見および 18 件の詳
細な回答結果を入手できたことから、実験に
代えて、これらの知見・回答結果を分析する
ことによって、本研究が目的とする「監査の
質の計測」のモデルを形成することとし、そ
の分析を次年度に引き継いだ。 
平成 29 年度 
 H28 年度に計画した公認会計士に対する実
験研究は、それを有意に実施するための監査
計画立案に関する諸条件を確定するに足る
だけの回答数がなく、当該実験を実施できな
かった。しかしながら、回答数こそ少ないも
のの、ドイツの公認会計士 5名と大学研究者
2名から得た知見および18件の詳細な回答結
果を入手できたことから、実験に代えて、こ
れらの知見・回答結果を分析することによっ
て、本研究が目的とする「監査の質の計測」
のモデルを形成することとし、本年度におい
て分析を行った(拙稿、「ビジネス・リスク情
報に対する監査判断の実態」、甲南経営研究、
58-1、2017.6、1-35 参照)。分析では一定の
成果を明らかにしているが、客観的な根拠デ
ータに基づいて当該モデルの形成を行うに
までは至らなかった。 
 そこで、「監査の質の計測」について、H28
年度に入手した回答データをもとに、研究代
表者が参画している日本公認会計士協会「品
質管理を中心とした自主規制の在り方研究
会」の公認会計士委員 3名と面談を実施し当
該計測の可能性について意見交換を行った
結果、我が国では財務諸表監査の実施にかか
る監査時間数や具体的な監査判断内容に関

するデータは監査人の守秘義務の観点から
不可能であること、このため、監査の質を直
接に計測することはできないとしても、監査
の質をどう規制しているかの状況を明らか
にできれば、間接的に監査の質のレベルを推
測することができるのではないかとの結論
に至った。 
 かかる結論に基づき、H29 年度は、次の２
つの研究課題を新たに実施し、本研究の目的
である「監査の質の計測」に資する研究成果
を入手した。 
 ① H28 年度調査はドイツの経済監査士
（公認会計士）を対象としたことから、ドイ
ツにおける監査の質を確保するための監査
制度での規制の状況を明らかにすること 
 ② 「監査の質」を定義したうえで、それ
に影響を与える諸要因を明確化し、我が国の
公認会計士全員に対するアンケート調査に
基づき諸要因の影響の重要性を分析するこ
と 
 研究課題①については、『産業経理』に論
稿として公刊した。また、研究課題②につい
ては、日本公認会計士協会「品質管理を中心
とした自主規制の在り方研究会」が平成 30
年 2 月 16 日に公表した『品質管理を中心と
した自主規制の在り方研究会報告書』におい
て報告書作成分担者の一員の立場で明らか
にした。 
申請当初の研究計画のうち一部の研究を

実施できなかったものの、「監査の質の計測」
に資する研究成果を上記の通り得ることが
できた。挑戦的萌芽研究の趣旨からすれば、
まさにチャレンジした結果、監査の質の直接
な計測への途を開くことができ、今後の研究
の発展に寄与できる結果となったのではな
いかと評価している。これらの研究成果は、
今後のさらなる研究の礎になるものと確信
する。 
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